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板橋区は、都内でも有数の中小企業を擁する産業集積と住民生活に直結した多くの商店

街の立地により、地域経済の基盤を築いてきた。しかし、急速に進行する産業構造の転換

に伴い、工業部門では製造品出荷額ならびに工場数の減少など多くの課題を抱えている。

また、商業部門でも店舗数の減少が著しく、商店街では櫛抜け状況が生じるなど深刻な問

題に直面している。

本産業振興分科会では、こうした課題に対して、新たな視点から都市型産業の振興をど

のようにすれば果たせるのか、また地域商業の今後のあり方を含めて、コミュニティとの

連関のなかで模索する商業･商店街の実態についてフィールドワークを重視しつつ分析し、

大都市部における新しい地域産業の位置づけと具体的方策を提言すべく共同研究を進めて

きた。

その成果の一端は昨年度「中間報告書」として取りまとめたが、今年度においても2001

年6月に行った東京都印刷工業組合板橋支部との懇談会をはじめ地元企業からのヒアリン

グを実施し、10月には1000サンプルの「消費者お買い物調査」に取り組み、11月にかけ

て三鷹市のSOHO事業、東京都中小企業振興公社、東京中小企業投資育成株式会社のヒヤ

リングによって新産業創出に向けての他地域での事例や支援策について調査し、日本ベン

チャー学会第4回大会に参加するなど国内のみならず国際的動向についても先進的事例の

収集に努めてきた。

このような調査をもとに、月例研究会を行って情報交換・討論を重ね、その成果を12月

7日開催の「地域デザインフォーラム」において発表した。そこに参加された区民・学生の

貴重なご意見も参考にして、本報告書作成に臨んだ。今後とも更に調査・論議を広め深め

ていかなければならないが、産学公パートナーシップ形成の試みのなかから本報告が生ま

れていることを銘記しておきたい。

なお、本報告にあたって、商工業ともに廃業率の増加、開業率の低下という深刻な事態

に直面しているだけに、具体的提言については新産業創出支援策を重視することになった。

創造的な起業活性化の一助になれば幸いである。

は じ め に
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